
米軍ＣＨ—５３ヘリコプターの不時着・炎上事故に対する意見書 

 

平成２９年１０月１１日午後５時２０分頃、米軍普天間基地所属のＣＨ—５３Ｅ大

型輸送ヘリコプターが飛行訓練中に東村高江の民間地に不時着し炎上、大破する事故

が発生した。事故現場は民家からわずか数百メートルしか離れておらず、県道７０号

線にも近接していることから、一歩間違えば住民を巻き込む大惨事に繋がりかねない

事故であった。同型機は嘉手納飛行場へもたびたび飛来し、住民居住地上空を飛行し

ている。今回の事故は広大な弾薬庫地区と陸軍貯油施設を抱える本町にとって、常時

危険と隣り合わせにあることを再認識させるものであり、町民に与えた不安と恐怖は

計り知れない。 

日本政府は米側に対し事故原因の徹底究明や安全性が確保されるまで同型機の運

用停止を求めたが、米軍は事故原因には言及せず「航空部門の専門家が整備記録を確

認した結果、運用上の問題は確認されなかった」と発表し、要請を拒否する形で飛行

訓練を再開した。米軍は日本政府の要請をも一顧だにせず、運用上の必要性を理由に

県民の声を無視しており、県民軽視の姿勢に対して憤りを禁じ得ない。 

 また、日米両政府は沖縄国際大学米軍ヘリコプター墜落事故後に米軍機事故対応ガ

イドラインを策定したが、今回の事故においても内周規制線内は米軍が制圧しており、

日本側の主体的調査を行うことができず米軍優位の状況に何ら変わりがない現状に

ある。日本政府は国内法に基づき、国民県民の生命・財産の保護に対応できるよう、

積極的に日米地位協定の改定を進めるべきで、毅然とした態度で取り組むことを強く

望むものである。 

 よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、

米軍及び関係当局に対し厳重に抗議するとともに、下記事項の速やかな実現を図るよ

う強く要求する。 

 

記 

 

１ ＣＨ-５３ヘリコプター事故原因を徹底究明し、速やかに公表すること。 

２ 事故原因を究明し、安全性が確保されるまでＣＨ-５３ヘリコプターの飛行を一

切中止すること。 

３ ＣＨ-５３ヘリコプターの嘉手納飛行場への飛来、住民居住地上空での飛行訓練

を禁止すること。 

４ 日米地位協定を抜本的に改定すること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

平成２９年１０月２３日 

沖 縄 県 嘉 手 納 町 議 会 

 

（あて先） 

内閣総理大臣  外務大臣  防衛大臣 

外務省特命全権大使（沖縄担当）  沖縄防衛局長  沖縄県知事 

  



米軍ＣＨ—５３ヘリコプターの不時着・炎上事故に対する抗議決議 

 

平成２９年１０月１１日午後５時２０分頃、米軍普天間基地所属のＣＨ—５３Ｅ大

型輸送ヘリコプターが飛行訓練中に東村高江の民間地に不時着し炎上、大破する事故

が発生した。事故現場は民家からわずか数百メートルしか離れておらず、県道７０号

線にも近接していることから、一歩間違えば住民を巻き込む大惨事に繋がりかねない

事故であった。同型機は嘉手納飛行場へもたびたび飛来し、住民居住地上空を飛行し

ている。今回の事故は広大な弾薬庫地区と陸軍貯油施設を抱える本町にとって、常時

危険と隣り合わせにあることを再認識させるものであり、町民に与えた不安と恐怖は

計り知れない。 

日本政府は米側に対し事故原因の徹底究明や安全性が確保されるまで同型機の運

用停止を求めたが、米軍は事故原因には言及せず「航空部門の専門家が整備記録を確

認した結果、運用上の問題は確認されなかった」と発表し、要請を拒否する形で飛行

訓練を再開した。米軍は日本政府の要請をも一顧だにせず、運用上の必要性を理由に

県民の声を無視しており、県民軽視の姿勢に対して憤りを禁じ得ない。 

 また、日米両政府は沖縄国際大学米軍ヘリコプター墜落事故後に米軍機事故対応ガ

イドラインを策定したが、今回の事故においても内周規制線内は米軍が制圧しており、

日本側の主体的調査を行うことができず米軍優位の状況に何ら変わりがない現状に

ある。日本政府は国内法に基づき、国民県民の生命・財産の保護に対応できるよう、

積極的に日米地位協定の改定を進めるべきで、毅然とした態度で取り組むことを強く

望むものである。 

 よって、嘉手納町議会は町民の生命、財産、安全及び平穏な生活を守る立場から、

米軍及び関係当局に対し厳重に抗議するとともに、下記事項の速やかな実現を図るよ

う強く要求する。 

 

記 

 

１ ＣＨ-５３ヘリコプター事故原因を徹底究明し、速やかに公表すること。 

２ 事故原因を究明し、安全性が確保されるまでＣＨ-５３ヘリコプターの飛行を一

切中止すること。 

３ ＣＨ-５３ヘリコプターの嘉手納飛行場への飛来、住民居住地上空での飛行訓練

を禁止すること。 

４ 日米地位協定を抜本的に改定すること。 

 

以上、決議する。 

平成２９年１０月２３日 

沖 縄 県 嘉 手 納 町 議 会 

 

（あて先） 

駐日米国大使  在日米軍司令官  在沖米四軍沖縄地域調整官  在沖米国総領事 

第三海兵遠征軍司令官  嘉手納基地第１８航空団司令官  沖縄県議会議長 

  


